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業界の動き
▶データから見た

▶ 売 上 高 （前年同月比）

▶ 収益状況 （前年同月比）

▶ 景 況 感 （前年同月比）
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業界からの報告

●DI値 ▲16（前年同月比▲44）
●業種別DI値
　製造業 ▲20（前年同月比▲30）
　非製造業 ▲13（前年同月比▲43）
●前月比DI値
　製造業 15ポイント悪化
　非製造業 6ポイント悪化

●DI値 ▲14（前年同月比▲10）
●業種別DI値
　製造業 ▲5（前年同月比＋5）
　非製造業 ▲20（前年同月比▲20）
●前月比DI値
　製造業25ポイント改善
　非製造業不変

●DI値 ▲24（前年同月比▲36）
●業種別DI値
　製造業 ▲15（前年同月比▲10）
　非製造業 ▲30（前年同月比▲53）
●前月比DI値
　製造業 5ポイント改善
　非製造業 3ポイント改善
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　地中の温度は年間を通して15～16℃と一定しています。当社では、
地上と地中の温度差を夏は冷房、冬は暖房のエネルギーとして効率的
に取り出す「地中熱ヒートポンプシステム」の開発と実用化に平成19
年より取り組んできました。
　同時に地中熱による熱交換システムも、「クローズ型（冷媒を地下
100m程度まで循環させる）」→「オープン型（地下水を循環させて熱
エネルギーを取り出す）」→「直房型（エアコンの室外機にあたる部分
を地中に設置して熱交換を行う）」と小型化・低コスト化も進めてきま
した。その結果、公共施設を含めて、地中熱冷暖房システムを導入して
くれる建物も増えてきています。
　地中熱ヒートポンプシステムは、日射量や風力といった気候条件に
左右されず安定的で自己完結型の優れた省エネシステムです。試算に
よると、地中の温度差を冷暖房に利用することでエネルギーコストを

50%以上、CO2排出量を65%以上カットすることができます。
　ここ数年来、地球温暖化防止のために太陽光や風力・地熱などの再
生可能エネルギーが注目されています。太陽光発電は急速に普及しま
したが、高額な固定価格買い取りを目的とした一部投資的な動きが加
速したことで、送電線の容量オーバー、電力会社の買い取り制限、遊休
農地や山林の大規模開発など様々な問題が生じています。しかし、再
生可能エネルギーは石油などに比べて導入コストがかかりますが、地
球環境を守るためにはコスト負担の必要があることを認識しなければ
なりません。そのためには、国や地方公共団体は子供たちへの教育を
含めた長期的な計画を立てて再生可能エネルギーの導入促進を図っ
て行って欲しいと思います。また、我々事業者は導入促進のために、更
なる技術革新とコストダウンを追い求めていかなければなりません。
　行政の後押しと事業者の努力、そして使用者の理解の3つの力を合
わせることで、再生可能エネルギーの本格的な普及につながると思い
ます。
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 昨年の3月度は２月の大雪による経済の停滞からの復興や消費税率引
き上げ直前の駆け込み需要により県内経済は大きく動いた。
　しかし平成27年４月から消費税率引き上げによる売上不振、円安に
よる原材料費、製造・仕入コスト上昇分の価格転嫁が進まず収益低下を
訴える中小企業・小規模事業者が大半を占めた。
　その一方、全国的に訪日外国人が増え、円安を追い風に訪日外国人
の旅行消費額は過去最高の2兆305億円となり、山梨県内の宿泊や運
送業の情報連絡員からも事業や業務の活性化、景況感の改善等の報告
が寄せられた。
　また、地場産業の一つである宝飾業からは、中国の景気に左右され
商品流通構造の見直しを迫られるとの報告もあ
り、地方の中小企業・小規模事業者といえども世
界経済の影響を直接受ける時代であることが伺
える。
　県内経済への波及効果の高い地場産業や地
域経済を牽引している企業等が商品の高付加
価値化やオリジナルブランドの開発、海外展開
などを積極的に展開することで県内景気浮揚
に繋がることを期待する。

●情報連絡員からの景況報告の概要
3月分
平成27年
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■製造業
●食料品（水産物加工）／ギフト関係は不振
だが、生食材や新商品が好調のため全体
の売上は前年同月比105%。

●食料品（洋菓子製造）／自社商品の輸出
が鈍化し、OEMが不振のため売上は前年
同月比95%。原材料の高騰が続いており
非常に厳しい状況。

●食料品（菓子）／原材料の高騰により販売
価格に転嫁しきれず利益確保が難しい。

●繊維･同製品（織物）／インテリア関係はホ
テル等の建設増に伴い繁忙。服地は低
調。

●木材・木製品製造／昨年の駆け込み需要
の量と比べると加工、販売併せて売上は
大幅に低下。原材料費が高騰するが需要
者の理解が得られず収益を圧迫。

●窯業・土石（山砕石）／平成26年３月末は
公共工事が集中し需要があったが、平成
26年11月頃から前年を下まわる出荷状況
が続いている。

●鉄鋼・金属①／昨年同月は、消費税率引き
上げに伴う駆け込み需要があったが、今年
は消費税率引き上げで売上が減少。在庫
を抱えている企業が多い。

●鉄鋼・金属②／前年同期よりも悪化。
●一般機器／受注先が在庫調整を行ってい
るため受注量は減少。

●電気機器①／年度末集中型の受注が多
く安価、短納期であるため人件費や原材
料等の費用が一時期に過大になる。

●電気機器②／大企業の収益増大と年度
末の受注調整により一般製造分野、特に
自動車関連企業の組合員企業は前年より
増収増益。

●その他（宝飾①）／中国での落ち込みが
激しく、今後、卸売り機能が低下していくと
懸念。

●その他（宝飾②）／３月は比較的受注があ
ったが、４月からは大幅に受注量が減少す
るため資金繰りの悪化を懸念。

■非製造業
●卸売（ジュエリー）／昨年は消費税増税前
の駆け込み需要が若干あったが、今年は
消費購買力の低迷等により苦戦。

●小売（食肉）／消費増税・円安の影響で仕
入れ価格が高騰し収益が減少。

●小売（自動車）／昨年は消費税増税前の
駆け込み需要があったが、今年は大きく減
少。昨年の市場は、登録車が減少するなか
軽自動車の割合が増加。

●小売（電機製品）／昨年は消費税増税前
の駆け込み需要があったが、反動による影
響が大きい。

●小売（事務機文具）／販売価格、売上等、
全て低迷したままで推移。消費者だけでな
く行政庁等の官公需も適正価格ではなく
安さが一番という低価格競争が激化。

●商店街①／３月20日にココリがリニューア
ルオープンしたため、来街者が増加。

●不動産取引／東京からの物件の買い取り
依頼や販売イベントの来場者が増加。

●宿泊業／外国人観光客が増加傾向にあ
る。

●廃棄物処理（産廃系）／大手企業や工場
の閉鎖、撤退が続いたことにより産業廃棄

物処理業界の業況は低迷。
●警備業／大型工事に伴う警備が終了した
ため売上高が減少。公共工事の労務単価
見直しに伴う警備料金の改正を関係先に
お願いしても理解を得ることができない。

●建設業（総合）／３月の県内公共工事動向
は、件数で30％、請負金額で44％それぞ
れ大幅に減少。前年度に比べ、補正予算
が減少していることが要因と思われる。

●建設業（型枠）／前年同月比、仕事量が大
幅に減少。背景には公共事業予算執行の
遅れ、職人不足による建物の設計変更等
があり着工が遅れている。そのため、全く
仕事がない事業所もあり厳しい状況が続
いている。

●設備工事（管設備）／売上高、収益率とも
に工事物件数が昨年度に比べ大きかった
ため増加。しかし、円安の影響により原材料
価格が上昇しており工事価格へ転嫁しき
れない。人件費の増加等、景況感は減退。

●運輸（タクシー）／異動の時期だが、歓送迎
会等も減少しているため利用者も少ない。

●運輸（バス）／外国人旅行者の輸送に業
務内容が変化している。


